
監理技術者配置要件の合理化(人材の有効活用)

監理技術者もしくは主任技術者は、請負金額が
３，５００万円（建築一式工事の場合は７，０
００万円）以上の工事については、工事毎に専
任が必要。

これまでは、監理技術者は【専任】で配置することと定められていた。
建設業法改正に伴い、監理技術者を補佐する者（以下「監理技術者補佐」）を
専任で配置すれば、特例監理技術者として複数の工事を【兼任】することが可
能とした。
発注機関（公共・民間等）や工事種別（一般土木・維持修繕など）は限定せず、
幅広く適用が可能。

監理技術者もしくは主任技術者は、請負金額が
３，５００万円（建築一式工事の場合は７，０
００万円）以上の工事については、工事毎に専
任が必要。
ただし、監理技術者にあっては、監理技術者補
佐を専任で置くときは、この限りでない。
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特例監理技術者の配置における運用方針

近畿地整においては、工事規模や施工範囲等を考慮して以下の運用を実施。

A市

A市

B市 B市

C市 C市

【専任】監理技術者

同一の監理技術者
（特例監理技術者）

【兼任】

【専任】監理技術者補佐

【専任】監理技術者補佐

【専任】監理技術者

【 改正前 】 【 改正後 】

※「維持工事」とは通年工事等の社会機能の維持に不可欠な工事（２４時間体制での応急処理工や緊急巡回等が必要な工事）をいう。
注：特例監理技術者及び監理技術者補佐の配置を行う場合、又は配置を要さなくなった場合には、コリンズに登録を行う。

● 分任支出負担行為担当官による発注

● 兼任する工事の技術的難易度がⅠ又はⅡ

● 同一の特例監理技術者が兼任できる工事数は２件

● 兼任する工事の工事場所は同一又は隣接する市町村
（営繕工事は除く）

● 監理技術者補佐を個々の工事に【専任】で配置

● 兼任する工事の工事種別・発注機関は問わない

● 兼任する工事は維持工事※同士でないこと

特例監理技術者の配置を認める要件

監理技術者補佐の要件

● 監理技術者と同等の国家資格等の他、

一級施工管理技士補（R3.4.1施行）

● 直接的かつ恒常的な雇用関係

（配置日以前に３ヶ月以上の雇用関係）
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特例監理技術者の職務等

特例監理技術者に求められる責務は従前と変わっておらず、これらの職務が適

正に実施されるよう監理技術者を補佐する者を適切に指導することが求められる。

建設業法第二十六条の四第一項（主任技術者及び監理技術者の職務等）

「主任技術者及び監理技術者は、工事現場における建設工事を適正に実施するため、

当該建設工事の施工計画の作成、工程管理、その他の技術上の管理及び当該建設工事

の施工に従事する者の技術上の指導監督の職務を誠実に行わなければならない。」

特例監理技術者の職務等
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● 特例監理技術者は、施工における主要な会議への参加、現場の巡回及び主要な工程の

立会等の職務を適正に遂行しなければならない。

● 特例監理技術者と監理技術者補佐との間で常に連絡が取れる体制であること。

● 監理技術者補佐が担う業務等について、明らかにすること。

特記仕様書の記載内容



同一の特例監理技術者が兼任できる範囲

凡例 ： 工事場所

： 同一の市町村

： 隣接する市町村

【例１】工事場所がA市･B市･C市･D市･E町にまたがる場合の
「同一の市町村又は隣接する市町村」

C市

B市

A市

D市

E町
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同一の特例監理技術者が兼任できる範囲

凡例 ： 工事場所

： 同一の市町村

： 隣接する市町村

C市

B市A市
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【例２】工事場所がA市･B市･C市に点在する場合の
「同一の市町村又は隣接する市町村」



発注者から特例監理技術者の配置の可否を通知

受注者は特例監理技術者を配置する場合、以下の書類を提出

○兼任する工事の工事場所を証明する書類

○監理技術者補佐の資格を有する書類

○監理技術者補佐の雇用関係を証明する書類

○特例監理技術者と監理技術者補佐の連絡体制・業務分担

発注者は提出された書類等から判断し、兼任を認める場合に

は受理

【今後入札手続を開始する工事の場合】

入札公告、入札説明書に特例監理技術者の配置の可否を記載

配置予定技術者の申請書及び資料の様式３に「特例監理技術

者の配置の有無」欄を追加

他工事に従事していても兼任対象工事であれば申請可

契約後に特例監理技術者を配置する場合に必要な書類を提出

（契約手続き期間中及び契約後に提出済みの書類は除く）

【参考】配置予定技術者の資格・工事経験（様式３）

【入札手続中及び契約済工事の場合】

特例監理技術者の配置の有無欄を追加

特例監理技術者の配置の有無の記載
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特例監理技術者の配置における運用方針

分任支出負担行為担当官による発注工事

技術的難易度がⅠ又はⅡの工事

同一の特例監理技術者が兼任できる工事は同時に２件まで

監理技術者補佐を専任で配置できること

兼任する工事の発注機関（公共・民間等）・工事種別については問わない

兼任する工事双方の工事場所は、同一の市町村又は隣接する市町村

兼任する工事は維持工事※同士でないこと

※「維持工事」とは通年維持工事等の社会機能に不可欠な工事（24時間体制での応急処理工や緊急巡回等が必要な工事）

近畿地整においては、工事規模や施工範囲等を考慮して以下運用を実施。

監理技術者補佐に求める資格は、監理技術者と同等の国家資格等

（令和３年４月１日施行後、一級施工管理技士補を追加）

直接的かつ恒常的な雇用関係（配置日以前に３ヶ月以上の雇用関係）

監理技術者補佐の要件

特例監理技術者を認める要件
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